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内
訳

教育に関する調査・研究及び研修、教育情報の提供並びに教育相談等を実施し、教育の振興発展を図る。

指導内容の充実とともに指導・相談体制の整備に努める。
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A

不登校などの問題行動を減らすため、長期にわたる取組みを実施している。

A

教職員の指導力、学校力を向上するととも
に、子どもの発達段階に応じた仲間づくりや
意欲的に生きていく力を育むことができた。
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教職員の指導力・学校力の向上を図るとともに、子どもたちの仲間づくりや意欲的に生きる力を育む。
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所管課

教育改革にむけた教職員の意欲向上をはじめとする学校力の向上を図る。
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直営 平成22年度 河内長野市子ども教育支援センター設置規程

教職員、児童・生徒及び保護者

教職員の研修、教育情報の提供、ICT機器関連のサポートを実施し、教育の振興発展を図る。
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事業：子ども教育支援センター事業                  

教育相談センター・教育メディアセンター・教育研修センター・教科書センターの機能を有する子ども教育支援

センター（川谷会館。元教育委員長の川谷トセ氏の寄付を原資に、美加の台小学校内に開設した施設）が中心とな

って、それぞれの機能を活かした事業を展開した。 

 

細事業：子ども教育支援センター事業                 

１．子ども教育支援センター 

教育研修センターとして、センター職員が学校や教職員の指導助言にあたった（２５０回 各学校への派遣分を

含む）。 

教育メディアセンターとして、授業におけるインターネット、コンピュータ活用の推進を図るため、情報教育ア

ドバイザー（学校園の機器操作法の研修や支援、保守(修理)依頼を要しないトラブル対応などを行う）を市内全小

中学校に派遣した（各学校６９０回、外国との交流２０３回）。 

２．子ども教育支援振興基金 

区    分 金 額(円) 内  訳 金 額(円) 

平成24年度末基金現在高① 52,855,886   

平成25年度積立額②  3,046,000 寄附金 3,046,000 

平成25年度末基金現在高①＋② 55,901,886   

平成25年度運用利子収入 228,361 子ども教育支援センター事業に充当 228,361 

 

 


